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＊ 今号は、①いの健京都センター公開学習会「いの健全国センター『政策・制度要求 2025』を学ぶ」＆2025年度第３回

理事会、②京都職対連第４３回定期総会、③最近の働くもののいのちと健康をめぐる内外情勢のザッピング、④今月

の３冊のお勧めの本、です。 

Ⅰ いの健京都センター・公開学習会＆第３回理事会 

 ２月１２日、いの健京都センターは、公開学習会「いの健全国セン

ター『政策・制度要求２０２５』を学ぶ！」、引き続き「２０２５年

度第３回理事会」を開催しました。公開学習会の講師は、「政策・制

度要求２０２５」策定の事務局を担ったいの健全国センターの溝口耕

二事務局次長（全労連事務局員）で、溝口さんは、①政策・制度要求

作成の経過、②前回２０１５年版策定時からの情勢変化と働くものの

状況、③「政策・制度要求２０２５」策定にあたって新たに重視した点、④「政策・制度要求２０２５」の９つのテ

ーマ、の順で話されました。討論では、スキマバイト・スポットワークの問題点、ワークルール学習の重要性、学校

や保育職場における時短闘争の難しさ、勤務間インターバルの問題、メンタルヘルスとハラスメントなどについて

積極的に討論しました。参加者は、会場に講師を含め８人、オンラインで４人、合計１２人と少し寂しかったです

が、その分全員が発言でき、充実した討論となりました。公開学習会終了後引き続き、いの健京都センターの２０２

５年度第３回理事会が開催され、２０２６年の８月の第２８回定期大会までのとりくみについて協議を行いました。 

Ⅱ 京都職対連第４３回定期総会 

 ２月２１日午後、ラボール京都の会議室で、京都職対連（京都労災

職業病対策連絡会議）の第４３回定期総会が開催されました。第４

３回定期総会は、古館正基幹事（ＪＭＩＴＵ）の司会進行で進めら

れ、新田昌之会長（自治労連）の開会あいさつ、京都総評の柳生剛志

事務局長の来賓あいさつで始まりました。新田会長は、「労災・職業

病は救済と予防の両方のとりくみが大事であり、働くものが働きや

すい職場を創っていくことが前提」、柳生事務局長は、「裁量労働制の拡大が企まれているが、財界の思い通りにさ

せてはならない」とあいさつしました。そして、自由法曹団労働問題委員会委員長で非正規労働者の権利実現全国

会議共同代表の中村和雄弁護士が、記念講演「多様な働き方とは何か－スキマバイトを例に」を行いました。中村弁

護士は、スキマバイトとは何かについて、その仕組みと活用される背景、労働法上の問題点を解明し、それが日雇い

派遣禁止の脱法として登場したことを告発しました。その上で、正規雇用（ディーセントワーク）の大切さを強調

し、労働組合の非正規問題のとりくみの強化を訴えました。企業別労働組合の産別労組への転換の重要性と必要性

についても問題提起されました。総会は、林眞也副会長（全国一般）が議長となって進行し、議案を一括して芝井公

事務局長（医労連）が提案しました。９人の参加者が発言し、活発な

討論が行われました。いの健京都センターの岩橋事務局長も「労災保

険法の改正問題」について発言しました。全議案が満場一致の拍手で

採択されました。次期役員に、新田会長、芝井事務局長をはじめ、２

２人の幹事・２人の会計監査・６人の顧問を選出し、古川拓弁護士が

退任あいさつを行い、新たに副会長選ばれた渡辺輝人弁護士（自由法

曹団）が閉会あいさつを行い、総会を終了しました。 
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Ⅲ 最近の働くもののいのちと健康をめぐる内外情勢のザッピング 

１ 総選挙で自民党歴史的圧勝 

１月２３日に開会された２０２６年の通常国会の冒頭、高市

首相は衆議院を解散し、１月２７日公示～２月８日投開票で総

選挙が行われました。投票率は５６・２６％で、前回２０２４年

の５３．８５％は上回りましたが、戦後５番目の低さでした。選

挙結果は、自民党が単独で衆議院全体の３分の２にあたる３１

０議席を上回る３１６議席を獲得し、歴史的な圧勝となりまし

た（１つの政党が単独で３分の２を超える議席を獲得したのは

戦後初！）。自民党は単独で憲法改正の発議や参議院で否決した

法案の再可決・成立することができる議席を獲得したことにな

りました。しかし国民は高市内閣に白紙委任した訳ではなく、今回の選挙で約束した消費税の減税の実施を迫って

いく必要がありますし、大軍拡や憲法９条改悪には断固反対していかなくてはなりません！ 何よりも“憲法を正

面に置いた確かな共同・共闘”を広げていくことが、緊急に求められています。 

● 自民３分の２の“圧勝”は虚構！ 

１ 解散権を濫用した通常国会冒頭の解散→戦後最短の超短期日程（有権者から争点や政策を考える機会を奪う）

→徹底した論戦の回避（ＮＨＫの党首討論も突然のトンずら） 

２ 非民主的な選挙制度；自民党の比例代表の得票率は３６．７％だが、全議席の占有率は６７．７％（小選挙区

での得票率は４９．１％だが、議席占有率は８５．８％）。 

３ 立憲民主党が公明党に屈服（＝安保法制は合憲、原発再稼働は容認）し、「中道改革連合」を結成して惨敗（１

７２議席から４９議席に激減） 

２ 特別国会開会、第２次高市内閣発足。所信表明演説“裁量労働制の見直しに向けた検討を進める” 

２月１８日、総選挙を受けた特別国会が召集され、衆参両院の首相指名選挙で、自

民党の高市早苗総裁が首相に選出されました。同日、高市首相は、第一次高市内閣の

全閣僚を再任し、第２次高市内閣がスタートしました。２月２０日、高市首相は、衆

参両院の本会議で施政方針演説を行いました。高市首相は、「責任ある積極財政」を

進めると強調するとともに、「裁量労働制の見直し、副業・兼業にあたっての健康確

保措置の導入、テレワークなどの柔軟な働き方の拡大に向けた検討を進める。」と明

言しました。消費税減税については、これまでの「国民会議における検討の加速」を

述べるにとどまりました。「安保３文書の２０２６年中の前倒しの改定」、「防衛装備

移転の３原則における５類型の見直しに向けた検討の加速」、「外国人不法滞在者ゼロプランの強力な推進」などを

明言するとともに、「改憲の国会における発議が早期に実現することを期待する」と迫りました。高市内閣の危険な

戦争国家づくりを決して許してはなりません！ 

３ トランプ政権、「辺野古が完成しても普天間は返さない！」 

２月１６日付の日本共産党の機関紙「しんぶん赤旗」は、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地の建設をめぐり、２０

２５年９月に、アメリカの国防総省が、政府の監査院（ＧＡＯ）に対し、新基地が完成しても、別の長い滑走路を用

意できない場合は、普天間基地（沖縄県宜野湾市）は「返還されない」と回答したことを暴露しました（新たに建設

される予定の辺野古新基地の滑走路は短く、緊急時の任務に対応できないというのが理由）。日本政府が、辺野古が

普天間基地返還の「唯一の選択肢」だと説明してきたことが完全に否定されたことになり、大問題です。 
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４ ２０２５年の休廃業・解散・倒産企業数、消費者物価３．１％上昇、家計調査エンゲル係数４４年振りの高さ、実

質賃金は４年連続のマイナス、「国の借金」は過去最大、ＧＤＰは名目４．５％、実質１．１％増 

(1)東京商工リサーチは、１月９日に２０２５年の「休廃業・

解散企業」動向調査、１３日に「全国企業倒産状況」を発表

しました。それによると、２０２５年の「休廃業・解散」企

業は６万７２１０件で前年比７．２％増で過去最多となり

ました（過去最多は３年連続）、２０２５年の全国の企業倒

産は、件数が１万３００件（前年比＋２．９％）、負債総額

が１兆５９２２億円でした。「人手不足」関連倒産が過去最

多の３９７件（前年２９２件）、「物価高」倒産も３年連続で増加の７６７件。農林漁鉱業、建設業、製造業、小売

業、不動産業、情報通信業、サービス業他の７産業で前年を上回りました。 

(2)１月２３日、総務省は、２０２５年平均の全国物価指数を公表しました。それによれば、２０２５年の消費者物

価指数は前年比３．１％の上昇で、４年連続の上昇。コメをはじめとする食料の高騰（前年比＋７．０％）が影響し

ました（特にコメは前年比＋６７．５％）。 

(3)２月６日、総務省は、２０２５年の家計調査を発表。家計の支出に占める食費の割合を示すエンゲル係数が、食

料の高騰の影響で、２８．６％と１９８１年以来４４年振りの高さとなりました。１世帯（２人以上）当たりの消費

支出は月額平均３１万４００１円と実質で前年比０．９％の増加でした。 

 

(4)２月９日、厚生労働省は、「毎月勤労統計調査」の「２０

２５年分結果速報」を公表しました。それによれば、一人当

たりの名目賃金（現金給与総額）は、規模５人以上で３５

５，９１９円（前年比２．３％増、５年連続の増加）。一般

労働者の現金給与総額は４６５，８９５円（前年比２．９％

増、５年連続のプラス）で、パートタイム労働者の時間当た

り給与は１，３９４円（前年比３．８％増、５年連続プラス、過去最高水準）。実質賃金は１．３％の減で４年連続
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のマイナスでした（２０２５年度の消費者物価指数は前年比３．７％の上昇）。 

(5)２月１０日、財務省は、国債と借入金、政府短期証券を合計した、いわゆる「国の借金」が２０２５年の１２月

末時点で、前年２０２４年１２月末から２４兆５３５５億円増加して、１３４２兆１７２０億円と過去最大を更新

したと発表しました。なお、２０２５年度末には、当初予算ベースで、１４７３．５兆円となると見込んでいます。 

 

(6)２月１６日、内閣府は、２０２５年１０～１２月期のＧＤＰ（国内総生産）と２０２５年のＧＤＰの速報値を発

表しました。それによると、２０２５年のＧＤＰは名目６６２．８兆円で過去最大、名目のＧＤＰ成長率は４．５％

（前年３．０％）、実質ＧＤＰは１．１％（前年▲０．２％）で、物価の高騰がＧＤＰを押し上げました。ＧＮＩ（国

民総所得＝ＧＤＰに海外からの所得を足したもの）は７０３．３兆円（ＧＤＰとの差額は４０．５兆円）となってお

り、大企業が海外で大きな利益を上げていることを示しています。 

５ ２０２５年の「早期・希望退職募集」の実施状況；黒字リストラ１．５万人！ 

 ２月５日、東京商工リサーチは、２０２５年の「早期・

希望退職募集」状況を発表しました。それによれば、２０

２５年に「早期・希望退職募集」を実施したことが判明し

た上場企業は４３社（前年５７社）で、募集人員は１万７

８７５人。これは、東日本大震災時の２０１２年の１万７

７０５人を超え、２００９年以降で３番目の高水準とのこ

と。２０２５年に「早期・希望退職募集」を実施した４３

社の直近の最終損益（単体）は、黒字が２９社（６７．４％）

で。赤字が１４社（３２．５％）となっています。業種別

では、電気機器が１８社で全体の４１．８％を占め、続いて食料品・金属製品・機械・情報通信業の各３社となって

います。東京商工リサーチは、「黒字リストラは、今後さらに広がる可能性」、「対象年齢も中高年の募集が定着した」

としています。 

６ 介護夜勤、８割が１６時間越え 

 ２月１３日、日本医労連は、２０２５年介護施設夜勤実態調査

結果を公表しました（調査は１３回目で、１３１職場３６８２人

が回答）。それによると、夜間帯に勤務交代がある３交代制（８時

間）と交代がない２交代制（１６時間前後）があり、２交代の施設

は９１．１％で、その内１６時間以上が８７．５％でした。そして

２交代の６５．３％が１人体制で、グループホームや小規模多機

能型居宅介護・看護小規模多機能居宅介護はすべて１人体制でし

た。日本医労連の佐々木悦子委員長は、「介護職員の処遇改善のための介護報酬の大幅な引き上げと長時間夜勤の規

制は急務だ」と強調しました。 
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７ 高年齢者、障害者、外国人の雇用状況 

(1)「高年齢者雇用状況等報告」の集計結果（２０２５

年６月１日現在）（２０２５年１２月１９日、厚労省発

表） 

① ６５歳までの高年齢者雇用確保措置の実施状況 

 ６５歳までの高年齢者雇用確保措置を実施済みの企

業は９９．９％（大企業・中小企業ともに９９．９％）。

内訳は、「継続雇用措置の導入」６５．１％（前年比▲

２．３％）、「定年の引上げ」３１．０％（前年比＋２．

３％） 

② ７０歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況 

 ７０歳までの高年齢者就業確保措置を実施済みの企業は３４．８％（前年比＋２．９％）。中小企業３５．２％（前

年比＋２．８％）、大企業２９．５％（前年比＋４．０％） 

③ 定年制の状況 

定年制の廃止３．９％、６０歳未満定年０．０％、６０歳定年６２．２％、６１～６４歳定年２．９％、６５歳以

上定年３４．９％（前年比２．３％増）→６５歳定年２７．２％、６６～６９歳定年１．２％、７０歳以上定年２．

５％ 

(2)障害者雇用状況（２０２５年６月１日現在）（２０２５年１２月１９日、厚労省発表） 

① 民間企業（法定雇用率２．５％） 

 雇用障害者数は７０万４６１０．０人で、前年比２万７１４８．５人

（４．０％）の増加。実雇用率は２．４１％で昨年と同率。法定雇用率

達成企業は４６．０％で昨年と同率。 

② 公的機関（法定雇用率２.８％、教育委員会は２.７％）の実雇用率  

 国３．０４％（３．０７％）、都道府県３．０３％（３．０５％）、市

町村２．６９％（２．７５％）、教育委員会２．３１％（２．４３％）、

独立行政法人など２．６７％（２．８５％） ＊（ ）は前年の値 

(3)「外国人雇用状況」の届け出状況のまとめ（２０２５年１０月３１

日時点）（１月３０日、厚労省発表） 

① 外国人労働者数は過去最多の２５７万１０３７人で、前年比２

６万８４５０人（１１．７％）の増加。国籍別では、ベトナム

が最多の６０万５９０６人（外国人労働者全体の２３．６％）、

次いで中国４３万１９４９人（同１６．８％）、フィリピン２６

万０８６９人（１０．１％）、ネパール２３万５８７４人（９．

２％）、インドネシア２２万８１１８人（８．９％）、ミャンマ

ー１６万３３１１人（６．４％）、ブラジル１３万４６４５人

（５．２％）の順。以下、韓国、スリランカ、タイ、インド、ペルーと続き、Ｇ７等は３．４％程度。在留資格

別では、「専門的・技術的分野の在留資格」が８６万５５８８人（前年比１４万６７７６人・２０．４％増）、「身

分に基づく在留資格」（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者）が６４万５５９０人（前年比１

万６４７３人・２．６％増）、「技術実習」が４９万９３９４人（前年比２万８６６９人・６．１％増）の順。「特

定技能」は、「専門的・技術的分野の在留資格」に含まれ、２８万６２２５人（前年比７万９２３０人・３８．

３％の増）。 

② 外国人を雇用する事業所数は過去最多の３７万１２１５所で前年比２万９１２８所・８．５％の増加。産業別労
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働者数では、製造業２４．７％、サービス業１５．２％、卸売業・小売業１３．３％、宿泊業・飲食サービス業１

２．４％、建設業８．０％、医療・福祉５．７％の順。事業所規模別事業所数では、３０人未満が６３．１％、３

０～９９人が１６．９％、１００～４９９人が９．６％、５００人以上が２．９％、不明が７．５％。 

８ ２０２６年度の年金改定；国民年金（基礎年金）１．９％、厚生年金（報酬比例部分）２．０％のアップ 

 １月２３日、厚生労働省は、２０２６年度の年金額に

ついて、国民年金（基礎年金）を１．９％、厚生年金（報

酬比例部分）を２．０％引き上げると発表しました。厚

生労働省は、物価変動率（２０２５年の消費者物価指

数）＋３．２％と直近３年度（２～４年度前）の実質賃

金変動率▲１．１％を比較して、物価>賃金のため名目

賃金変動率２．１％を用い、マクロ経済スライドによる

調整（国民年金▲０．２％、厚生年金▲０．１％）を行

った結果だと説明しています。年金者組合は、同日の記

者会見で、「前年の物価上昇率が３．２％で、年金改定

が１．９％では、大きな目減りとなり、怒りを禁じえない。物価上昇を上回る年金改定を」、「４年連続でのマクロ経

済スライドの適用となり、第２次安倍内閣以降の１４年間で物価は１７．２％上昇したのに、基礎年金は７．３％の

改定にとどまり、実質約１０％もの減額だ」、「公的年金の積立金は２０２４年度末で３０４兆円超に及んでおり、

運用した配当や債券の利息だけでも４．６兆円ある。これを活用するだけで、実質削減を補うことは十分可能」、「年

金は現役世代の将来にも関わる問題であり、若い世代とともに運動を広げたい」と述べました。 

９ ２０２５年の自殺者数；全体は２万人を下回るが、小中高生は過去最多 

 １月２９日、厚生労働省は、警察庁の統計を基にした２０２

５年の年間自殺者数（暫定値、確定値は３月公表予定）が、過

去最少の１万９０９７人（前年比▲１２２３人、男性１万３１

１７人、女性５９８０人）だったと発表しました（１０万人当

たりの自殺者数＝自殺死亡率は、１５．４人）。１９７８年の統

計開始以来、初めて２万人を下回りました。小中高生は５３２

人で、過去最多を更新しました（前年比＋３人、小学生１０人、

中学生１７０人、高校生３５２人）。自殺の動機では、健康問題

がトップで、経済・生活、家庭などの問題が目立っています。 

１０ 法制審、再審法の改悪を答申 

 ２月１３日、法務大臣の諮問機関である「法制審議会」は、「再審」（刑事事件のやり直し）制度に関する刑事訴訟

法改正の要綱をまとめ、法務大臣に答申をしました。日弁連などが求めてきた「全面的な証拠の開示」、「再審開始決

定に対する検察官の抗告の禁止」が要綱には盛り込まれず、「裁判所が認めなければ再審請求人は証拠を閲覧・コピ

ーできない」、「検察官の抗告も無制限に認める」など、今の再審制度の問題点を維持する内容となっています。日弁

連は、「冤罪被害者の救済を迅速かつ容易にするような運用は期待できない」と批判する声明を出しました。 

● 日本国民救援会が指摘する再審法「改正」案の４つの問題点 

１ 再審開始決定に対する検察官の不服申し立てが禁止されていない！ 

２ 一定の要件に達しない再審請求を門前払いできる 

「スクーリング（選別）制度」の導入 

３ 証拠開示の範囲を著しく制限している！ 

４ 開示された証拠の「目的外使用」の罰則付き禁止 
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１１ ロシアのウクライナ侵攻開始から４年 

 ２月２４日で、ロシアによるウクライナに対する軍事侵

攻開始（２０２２年２月２４日）から丸４年となりました。

２月２３日配信の時事通信によれば、「ロシア・ウクライナ

両軍の死傷・不明者は１８０万人（ロシア１２０万人、ウ

クライナ６０万人）にも及ぶ」とされています。国連難民

高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）は、国外で難民となって

いるウクライナ人は約５９０万人、国内難民数は約３７０

万人で、合計１０８０万人以上が現在も人道支援を必要だとしています。現在、ロシア軍がウクライナ国内のエネルギー

施設を集中的に破壊したため、厳冬下で数百万人もの人が寒さで震えています。ロシア軍によるウクライナの子どもの誘

拐も未解決のままで、約２万人もの子どもが連れ去られ、帰還者は１割程度で、多くが思想教育や軍事訓練を受けさせら

れたとされました。アメリカによる不公正な「和平の押しつけ」は許されず、国連憲章と国際法に沿った１日も早い解決

が求められています。 

１２ オックスファム報告書；「世界の富の集中加速」、「経済的不平等が政治的不平等に」 

 １月１９日、国際ＮＧＯのオックスファムは、世界有数の富豪や各国首脳

が参加する世界経済フォーラムの年次総会（ダボス会議）の開催に合わせて、

世界の貧富の格差を告発する「年次報告書」を発表しました。それによると

世界の億万長者（＝ビリオネア、資産１０億ドル以上の持ち主）の富は、２

０２５年１６％増の１８兆３千億ドル（約２８９０兆円）。この１年間の増

加額は２兆５千億ドルで、世界の下位半分＝４１億人の資産とほぼ同額で、

増加分の３分の２があれば世界の貧困を解消できるとしています（←２０２２年時点で世界の人口の４８％・３８億３千

万人が１日３ドル以下の“極度の貧困”で暮らしている！）。報告者は、「経済的不平等が政治的不平等となっている」と

指摘し、超富裕層が政治を買い、メディアやＡＩを支配し、政治のチェックとバランス機能を破壊していると告発。「一部

の富裕層と残りの人々との>間に広がる大きな格差は、非常に危険で持続不可能な政治的欠陥を作り出している」として、

各国政府に対し超富裕層への効果的な課税などの格差是正に早急に取り組むことを求め、「われわれが力を合わせれば、

より公正で平等な世界を要求することは可能だ」と結んでいます。 

１３ 人類の「終末時計」、残り８５秒に；トランプ政権で瀬戸際に 

 １月２７日、アメリカの科学雑誌「ブレティン・ジ・アトミック・サイエ

ンティスツ」は、世界の終りまでを残された時間を象徴的に表す「終末時計」

の針を、昨年から４秒進め、人類滅亡までを示す午前０時まで「残り８５秒」

と発表し、「かつてないほどの破滅の瀬戸際」だと警告しました。同誌の声明

は、ロシアのウクライナへの侵略戦争の継続、アメリカとイスラエルのイラ

ンの核施設への軍事攻撃、トランプ大統領の「核実験再開」発言などが核リスクを高め、軍拡競争を加速する可能性があ

るとしています。そして、「とりわけ米国、ロシア、中国の指導者らは、破局の瀬戸際から離れる先頭に立たなければなら

ない。市民は、指導者らがその責任を果たすよう強く求めなければならない」と結んでいます。 

◎ 討議資料「厚生労働省・労働政策審議会『労災保険の見直しについて（建議）』

について」（２０２６年２月１２日付、Ａ４４Ｐ）を作成しました！ 

※ いの健京都センターのホームページからダウンロードできますので、 

積極的にご活用ください！ 
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Ⅳ 今月のお薦めの本－①「新 未来をひらく歴史」、②「ルポ 過労シニア」 

③「土と生命の４６億年史」 
 一冊目は、日中韓３国共同歴史編集委員会「日本・中国・韓国＝共同編集 新 未来

をひらく歴史 東アジア３国の近現代史」（２０２５年９月初版、高文研、２５００円

＋税）。本の帯には、「累計１０万部のロングセラー『未来をひらく歴史』から２０年

の議論を積み重ねた『国境を超える歴史教材』ついに誕生！ 『歴史対話』が東アジ

アの平和をつくる」とあります。本の編纂にあたった「日本・中国・韓国三国歴史編

纂委員会」は、その「まえがき」で、「歴史の真実や国境を超える歴史認識を追求し、

これを基礎に東アジアで歴史の和解を探求し、平和な東アジア共同体をつくることを

めざすとりくみ」、「事実の実証にもとづいて真実を追求する姿勢と、厳格な科学的方

法を堅持しながら、共同で歴史の真実を探求」、「東アジアの平和を強く願い、東アジ

アにおける真実の戦後和解を実現するプロセスと方法を共同で探求するとりくみ」

と、本書を自己紹介しています。本書は、第Ⅰ部「東アジアの変動と近代化」、第Ⅱ部「ふたつの世界大戦と東アジ

ア」、第Ⅲ部「現代世界と東アジア」からなっていますが、読者に、日本の朝鮮・韓国、中国に対する侵略の真実を

知らせ、「歴史認識の対立をどのように和解につなげるのか」「東アジアの平和のために何ができるのか」を問いか

ける内容となっています。高市内閣の「戦争国家づくり」に真っ向から立ち向かっていかなくてはならない現在、必

読・必携の本だと言えます。 

 二冊目は、若月澪子「ルポ 過労シニア 『高齢労働者』はなぜ激増したのか」（２０２５年１１月初版、朝日新書、

８７０円＋税）。本の帯には、「死ぬまで働く－『貧困』『低賃金』『孤独』そして『終わら

ない子育て』－労働せざるを得ない高齢者の現実と日本社会の構造的な歪みに迫る」とあ

り、本のカバーの見返りには、「生きがいか？ 搾取か？ シニアワーカーの過酷な実態に迫

る。やりがい、社会参加、生涯現役－美談にされがちな『働くシニア』。しかし、現実は年

金だけでは暮らしていけず、食べていくために、もしくは自立できない子どものために、

不利な条件で労働せざるを得ないケースが少なくない。気鋭の労働ジャーナリストが、２

１人の高齢労働者に密着し、その素顔を、社会に潜む歪を照らし出す。」とあります。６０

歳代前半の８割、６０歳代後半の６割、７０歳以上の半数以上が働く日本の、「６０歳定年」

という華々しい「カットアウト」から、働き続け「フェードアウト」していく高齢労働者

の過酷な労働の現場と、高齢者をとりまく年金、医療・介護、そして教育のお粗末さが見事に浮かび上がってきま

す。 

三冊目は、藤井一至かずみち「土と生命の４６億年史 土と進化の謎に迫る」（２０２４年

１２月初版、講談社ブルーバックス、１２００円＋税）。本書の裏表紙には、「土とは何

か」、「土が語る４６億年の地球と進化の物語」―「現代の科学技術をもってしても作れな

い二つのもの、『生命』と『土』。その生命は、じつは土がなければ、地球上に誕生しなか

った可能性があるという。そして土は、動植物の進化と絶滅、人類の繫栄、文明の栄枯盛

衰にまで大きく関わってきた。それなのに我々は、土のことはほとんど知らない。無知ゆ

えに、人類は繁栄と破滅のリスクをあわせ持つこととなった。そもそも、土とは何か。ど

うすれば土を作れるのか。危機的な未来は回避できるのか。土の成り立ちから地球史を

辿ると、その答えが見えてくる。」とあります。「はじめに」では、「もし、足元の土が実

は生命誕生や私たちヒトを含む生命進化、今日の環境問題の根っこにまで大きく関わる４６億年の壮大な物語を教

えてくれるとしたら。」ともあります。「おわりに」に「数十億年という気の遠くなるほど昔の土と生命の歩みを身近

な事例で説明することに挑戦した」とありますが、地球と土そして生命の４６億年史が、ほんとうにおもしろくわ

かりやすく学ぶことができます。最後の「人類は、土という究極の知性と一緒に進化してきたし、これからもできる

はずだ」という締めくくりが、ほんとうに心に響きます。 


